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運 用 報 告 書（全体版） 
第５期＜決算日2020年９月28日＞ 

 

 

 当ファンドの仕組みは次の通りです。 
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 
信 託 期 間 2015年９月25日から2025年９月26日までです。 

運 用 方 針 わが国の株式に投資を行い、信託財産の中・長期的な成長を目指します。 

主要投資対象 

資 本 収 益 力 
日本株ファンド 
（年１回決算型）

資本収益力日本株マザーファンド受益
証券を主要投資対象とします。 

資本収益力日本株 
マザーファンド わが国の株式を主要投資対象とします｡ 

運 用 方 法 
投資指標のうち、企業の自己資本に対する収益力を表す
「ＲＯＥ（自己資本利益率）」を重視した銘柄選択を行います｡ 
株式の組入比率は高位を維持することを基本とします。 

組 入 制 限 

資 本 収 益 力 
日本株ファンド 
（年１回決算型）

株式への実質投資割合には制限を設け
ません。 
外貨建資産への投資は行いません。 

資本収益力日本株 
マザーファンド 

株式への投資割合には制限を設けませ
ん。 
外貨建資産への投資は行いません。 

分 配 方 針 

毎決算時（原則として毎年９月26日。休業日の場合は翌営
業日）に、原則として経費控除後の繰越分を含めた配当等
収益および売買益（評価益を含みます。）等の全額を分配対
象額の範囲とし、分配金額は、委託会社が基準価額の水準
や市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象額
の状況等によっては分配を行わないことがあります。 

 
<運用報告書に関するお問い合わせ先> 
コールセンター：0120-104-694 
受付時間：営業日の午前９時から午後５時まで 
お客さまのお取引内容につきましては、購入された 
販売会社にお問い合わせください。 

 

受益者の皆さまへ 
 

毎々格別のお引立てに預かり厚くお礼
申し上げます。 
 
さて、「資本収益力日本株ファンド 

(年１回決算型)」は、2020年９月28日
に第５期の決算を行いました。ここに、
運用経過等をご報告申し上げます。 
 
今後とも一層のご愛顧を賜りますよう

お願い申し上げます。 
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資本収益力日本株ファンド（年１回決算型） 
 
■設定以来の運用実績  

決 算 期 
基 準 価 額 ＪＰＸ日経インデックス400（配当込み） 

株 式 
組 入 比 率 

株 式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 （分配落） 税込み 分配金 

期 中 
騰落率 （参考指数） 

期 中 
騰落率 

（設 定 日） 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 
2015年９月25日 10,000 － － 10,000.00 － － － 541 

１期(2016年９月26日) 9,566 0 △4.3 9,555.73 △4.4 98.4 － 10,723 
２期(2017年９月26日) 12,091 0 26.4 12,060.54 26.2 98.2 － 5,132 
３期(2018年９月26日) 13,533 0 11.9 13,546.35 12.3 97.3 － 3,460 
４期(2019年９月26日) 11,146 0 △17.6 12,378.72 △8.6 97.5 － 2,417 
５期(2020年９月28日) 11,785 0 5.7 13,058.70 5.5 98.2 － 2,054 

（注１）設定日の基準価額は設定当初の金額、純資産総額は設定当初の元本額を表示しております。 
（注２）当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注３）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。 
（注４）参考指数はファンドの設定日を10,000として指数化しています（以下同じ）。 
（注５） ｢ＪＰＸ日経インデックス400」は、株式会社日本取引所グループ及び株式会社東京証券取引所（以下、総称して「ＪＰＸグループ」とい

う。）並びに株式会社日本経済新聞社（以下、「日経」という。）によって独自に開発された手法によって算出される著作物であり、「ＪＰＸグ
ループ」及び「日経」は、「ＪＰＸ日経インデックス400」自体及び「ＪＰＸ日経インデックス400」を算定する手法に対して、著作権その
他一切の知的財産権を有します。本商品は、委託会社の責任のもとで運用されるものであり、「ＪＰＸグループ」及び「日経」は、その運用
及び本商品の取引に関して、一切の責任を負いません。「ＪＰＸグループ」及び「日経」は、「ＪＰＸ日経インデックス400」を継続的に公表
する義務を負うものではなく、公表の誤謬、遅延又は中断に関して、責任を負いません（以下同じ）。 

（注６）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。 
 
■当期中の基準価額と市況の推移  

年 月 日 
基 準 価 額 ＪＰＸ日経インデックス400（配当込み） 株 式 

組 入 比 率 
株 式 
先 物 比 率  騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率 

（期 首） 円 ％  ％ ％ ％ 
2019年９月26日 11,146 － 12,378.72 － 97.5 － 

９月末 11,061 △0.8 12,239.39 △1.1 96.7 － 
10月末 11,462 2.8 12,853.42 3.8 97.1 － 
11月末 11,598 4.1 13,086.60 5.7 97.8 － 
12月末 11,778 5.7 13,277.02 7.3 97.7 － 

2020年１月末 11,523 3.4 13,032.29 5.3 97.6 － 
２月末 10,257 △8.0 11,734.23 △5.2 96.9 － 
３月末 9,815 △11.9 10,990.69 △11.2 96.1 － 
４月末 10,121 △9.2 11,475.17 △7.3 96.7 － 
５月末 10,733 △3.7 12,308.00 △0.6 96.9 － 
６月末 10,929 △1.9 12,300.34 △0.6 97.3 － 
７月末 10,992 △1.4 11,816.90 △4.5 97.7 － 
８月末 11,518 3.3 12,792.35 3.3 97.9 － 

（期 末）       
2020年９月28日 11,785 5.7 13,058.70 5.5 98.2 － 

（注１）騰落率は期首比です。 
（注２）当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注３）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。 
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■当期の運用経過（2019年９月27日から2020年９月28日まで） 
 
基準価額等の推移 
 

 

 
（注１） 分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すも

のです。 
（注２） 分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり

ます。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。 
（注３） 分配金再投資基準価額は、期首の基準価額に合わせて指数化しています。 
（注４） 当ファンドはベンチマークを定めておりません。 
 
基準価額の主な変動要因 
資本収益力日本株マザーファンド受益証券への投資を通じて国内株式に投資し、収益獲得を目指しま
した。国内株式市場の上昇に加えて、保有銘柄のパフォーマンスが相対的に堅調であったことから基準
価額は上昇しました。 
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投資環境 
●国内株式市況  

国内株式市場は、ＪＰＸ日経インデックス400
（配当込み）でみると、5.5％上昇しました。期初
から２月初旬は、世界景気の底入れ期待や継続的
な米利下げが好感されて戻り局面になりました。
３月中旬にかけては、世界的に新型コロナの感染
拡大が嫌気されて大幅下落となりました。その後
期末までは、世界的に超金融緩和と財政拡張政策
が進んだほか、先進国での感染拡大がやや落ち着
くとともに、経済活動の正常化期待が膨らむ形で
戻り局面が継続しました。 

 
ポートフォリオについて 
●当ファンド 
資本収益力日本株マザーファンド受益証券を高位に組み入れて運用を行いました。 
 
●資本収益力日本株マザーファンド 
自己資本利益率（ＲＯＥ）の「水準（高さ）」と、その「持続力」や「改善見込み」を重視しつつ、

「割安度」を加味して銘柄選択を実施しました。また、独自ビジネスモデルや競争優位性を保持し、業績
拡大や資本政策によるＲＯＥの維持、改善が期待できる銘柄の発掘に努めました。具体的には、医療情
報サイトに強みを持つエムスリー、アパレル販売サイト運営で競争力が高いＺＯＺＯ、配送システムが
強固で宅配便シェアトップのヤマトホールディングス、などを保有しました。 
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［組入上位10業種］  
期  首  期  末 

順位 業 種 比率  順位 業 種 比率 
  ％    ％ 
１ 電気機器 15.5  １ 電気機器 20.1 
２ 情報・通信業 11.8  ２ 情報・通信業 10.2 
３ サービス業 8.3  ３ 小売業 8.2 
４ 機械 8.2  ４ 化学 8.2 
５ 化学 6.7  ５ サービス業 7.0 
６ 小売業 6.2  ６ 医薬品 6.9 
７ 輸送用機器 5.4  ７ 輸送用機器 6.6 
８ 陸運業 5.2  ８ 機械 6.5 
９ 銀行業 3.8  ９ 卸売業 5.0 
10 卸売業 3.6  10 陸運業 3.4 

（注）比率は純資産総額に対する評価額の割合です。 
 
［組入上位10銘柄］  

期  首  期  末 
順位 銘 柄 比率  順位 銘 柄 比率 
  ％    ％ 
１ キーエンス 2.0  １ ネットワンシステムズ 2.1 
２ 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1.9  ２ 日本電産 1.9 
３ ＫＤＤＩ 1.9  ３ Ｚホールディングス 1.9 
４ 伊藤忠商事 1.9  ４ キーエンス 1.9 
５ ＴＤＫ 1.9  ５ 第一三共 1.9 
６ 三井住友フィナンシャルグループ 1.9  ６ トヨタ自動車 1.9 
７ コムシスホールディングス 1.9  ７ ＳＢＩホールディングス 1.9 
８ 綜合警備保障 1.9  ８ 日本Ｍ＆Ａセンター 1.8 
９ ＳＵＢＡＲＵ 1.9  ９ ヤマトホールディングス 1.8 
10 島津製作所 1.9  10 セリア 1.8 

（注）比率は純資産総額に対する評価額の割合です。 
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ベンチマークとの差異について 
当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けておりません。以下のグラフは、当ファンドの基
準価額と参考指数の騰落率の対比です。 
 
 

 
（注）基準価額の騰落率は分配金（税引前）込みです。 
 
分配金 
当期の収益分配金は、基準価額の水準や市況動向等を勘案した結果、分配を見送らせていただきまし
た。なお、収益分配に充てなかった収益については、運用の基本方針に基づいて運用を行います。 
 
■分配原資の内訳（１万口当たり） 

項目 
当期 

2019年９月27日 
～2020年９月28日 

当期分配金（税引前） －円 
対基準価額比率 －％ 
当期の収益 －円 
当期の収益以外 －円 

翌期繰越分配対象額 3,341円 

（注１） ｢当期の収益」および「当期の収益以外」は、小数点以下切捨
てで算出しているためこれらを合計した額と「当期分配金 
(税引前）」の額が一致しない場合があります。 

（注２） 当期分配金の「対基準価額比率」は「当期分配金 (税引前)｣ 
の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファンドの
収益率とは異なります。また、小数点第３位を四捨五入して
います。 

（注３） ｢当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控
除後・繰越欠損補填後の売買益（含、評価益）」から分配に充
当した金額です。また、「当期の収益以外」は「分配準備積立
金」および「収益調整金」から分配に充当した金額です。 
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今後の運用方針 
●当ファンド 
資本収益力日本株マザーファンド受益証券を高位に組み入れて運用を行います。 
 
●資本収益力日本株マザーファンド 
自己資本利益率（ＲＯＥ）の「水準（高さ）」と、その「持続力」や「改善見込み」を重視し、「割安
度」を加味して銘柄選択を実施します。短期的には、新型コロナの感染問題が残るため、株式市場を含
め、世界景気・企業業績も困難な状況が続くとみています。そうしたなか、中長期的にみて、独自ビジ
ネスモデルや競争優位性を保持し、業績拡大や資本政策によるＲＯＥの維持、改善が期待できる銘柄の
発掘に努めます。 
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■１万口当たりの費用明細 
 

項目 

第５期 

項目の概要 （2019年９月27日 
～2020年９月28日） 
金額 比率 

（a） 信託報酬 175円 1.581％ （a）信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
期中の平均基準価額は11,037円です。 

（投信会社） （ 85） （0.774） 投信会社分は、信託財産の運用、運用報告書等各種書類の作成、基準価
額の算出等の対価 

（販売会社） （ 85） （0.774） 販売会社分は、購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、
口座内でのファンドの管理等の対価 

（受託会社） （ 4） （0.033） 受託会社分は、運用財産の保管・管理、投信会社からの運用指図の実行
等の対価 

（b）売買委託手数料 26 0.235 （b）売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
売買委託手数料は、組入有価証券等の売買の際に発生する手数料 

（株式） （ 26） （0.235）  
（c） その他費用 0 0.002 （c）その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

（監査費用） （ 0） （0.002） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費用 
合計 201 1.818  

（注１） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果で
す。なお、売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応
するものを含みます。 

（注２） 金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注３） 比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
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■親投資信託受益証券の設定、解約状況（2019年９月27日から2020年９月28日まで） 
 

 設 定 解 約 
 口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 

資本収益力日本株マザーファンド － － 411,389 502,400 
 
■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 
 

項 目 資本収益力日本株マザーファンド 
(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 9,366,871千円 
(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 2,115,021千円 
(c) 売 買 高 比 率(a)／(b) 4.42 
（注）(b)は各月末の組入株式時価総額の平均です。 

 
■利害関係人との取引状況等（2019年９月27日から2020年９月28日まで） 
 
【資本収益力日本株ファンド（年１回決算型）における利害関係人との取引状況等】 
（1）期中の利害関係人との取引状況 

期中の利害関係人との取引はありません。 
 
（2）売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率 

項 目 当 期 
売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） 5,142千円 
う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額（Ｂ） 929千円 

（Ｂ）／（Ａ） 18.1％ 
（注）売買委託手数料総額は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。 
 
【資本収益力日本株マザーファンドにおける利害関係人との取引状況等】 
期中の利害関係人との取引状況 
決 算 期 当 期 

区   分 買付額等 
Ａ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

Ｂ 
Ａ 

 

売付額等 
Ｃ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

Ｄ 
Ｃ 

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株 式 4,458 769 17.3 4,908 920 18.8 
 
平均保有割合 99.9％ 

 
（注）平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビーファンドのマザーファンド所有口数の割合。 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券です。 
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■組入資産の明細 
 
親投資信託残高 

種 類 期首 (前期末) 当  期  末 
口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 
資 本 収 益 力 日 本 株 マ ザ ー フ ァ ン ド 2,020,563 1,609,173 2,042,846 
 
■投資信託財産の構成 2020年９月28日現在  

項 目 当 期 末 
評 価 額 比 率 

 千円 ％ 
資 本 収 益 力 日 本 株 マ ザ ー フ ァ ン ド 2,042,846 98.3 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 36,049 1.7 
投 資 信 託 財 産 総 額 2,078,895 100.0 
（注）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。 
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■資産、負債、元本および基準価額の状況 
 

(2020年９月28日)現在 
項 目 当 期 末 

(A) 資 産 2,078,895,324円 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 36,049,000 

資本収益力日本株マザーファンド(評価額) 2,042,846,324 

(B) 負 債 24,882,527 

未 払 解 約 金 8,583,449 

未 払 信 託 報 酬 16,282,765 

そ の 他 未 払 費 用 16,313 

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ)  2,054,012,797 

元 本 1,742,893,943 

次 期 繰 越 損 益 金 311,118,854 

(D) 受 益 権 総 口 数 1,742,893,943口 

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ)  11,785円 
（注）期首における元本額は2,168,995,039円、当期中における追加

設定元本額は22,080,387円、同解約元本額は448,181,483円
です。 

■損益の状況 
 

当期 自2019年９月27日 至2020年９月28日 
項 目 当   期 

(A) 配 当 等 収 益 △12,891円 
受 取 利 息 1,581 
支 払 利 息 △14,472 

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 146,429,246 
売 買 益 163,491,466 
売 買 損 △17,062,220 

(C) 信 託 報 酬 等 △34,362,803 
(D) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 112,053,552 
(E) 前 期 繰 越 損 益 金 112,021,507 
(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 87,043,795 

(配 当 等 相 当 額 ) (32,622,595) 
(売 買 損 益 相 当 額 ) (54,421,200) 

(G) 合 計 (Ｄ＋Ｅ＋Ｆ)  311,118,854 
次 期 繰 越 損 益 金(Ｇ) 311,118,854 
追 加 信 託 差 損 益 金 87,043,795 
(配 当 等 相 当 額 ) (32,628,384) 
(売 買 損 益 相 当 額 ) (54,415,411) 
分 配 準 備 積 立 金 549,760,710 
繰 越 損 益 金 △325,685,651 

（注１） (B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます｡ 
（注２） (C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて

表示しています。 
（注３） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加

設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
（注４）分配金の計算過程 

項       目 当   期 
(ａ) 経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 31,919,071円 
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0 
(ｃ) 収 益 調 整 金 32,628,384 
(ｄ) 分 配 準 備 積 立 金 517,841,639 
(ｅ) 当 期 分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 582,389,094 
(ｆ) １ 万 口 当たり当期分配対象額 3,341.51 
(ｇ) 分 配 金 0 
(ｈ) １ 万 口 当 た り 分 配 金 0 
 

 
■分配金のお知らせ 
 
収益分配金につきましては、基準価額の水準や市況動向等を勘案し、無分配とさせていただきました。 
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資本収益力日本株マザーファンド 
運用報告書 

第５期（決算日 2020年９月28日） 
（計算期間 2019年９月27日～2020年９月28日） 

 
資本収益力日本株マザーファンドの第５期の運用状況をご報告申し上げます。 

 
当ファンドの仕組みは次の通りです。  
信 託 期 間 2015年９月25日から無期限です。 

運 用 方 針 

主としてわが国の株式に投資を行い、信託財産の中・長期的な成長を目指し
ます。 
株式への投資にあたっては、ＲＯＥ（自己資本利益率）の「水準」とその
「持続力」やＲＯＥの「改善見込み」を重視した個別企業の調査・分析を行
い、株価バリュエーション等を考慮して銘柄選択を行います。 
株式の組入比率は、高位を保つことを基本とします。 

主 要 投 資 対 象 わが国の株式を主要投資対象とします。 

主 な 組 入 制 限 
株式への投資割合には制限を設けません。 
同一銘柄の株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします｡ 
外貨建資産への投資は行いません。 

 
■設定以来の運用実績  

決 算 期 
基 準 価 額 ＪＰＸ日経インデックス400（配当込み） 株 式 

組 入 比 率 
株 式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額  期 中 

騰 落 率 （参考指数） 
期 中 
騰 落 率 

（設 定 日） 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 
2015年９月25日 10,000 － 10,000.00 － － － 536 

１期(2016年９月26日) 9,686 △3.1 9,555.73 △4.4 99.0 － 10,658 
２期(2017年９月26日) 12,442 28.5 12,060.54 26.2 98.1 － 5,134 
３期(2018年９月26日) 14,158 13.8 13,546.35 12.3 98.2 － 3,430 
４期(2019年９月26日) 11,819 △16.5 12,378.72 △8.6 98.7 － 2,389 
５期(2020年９月28日) 12,695 7.4 13,058.70 5.5 98.7 － 2,043 

（注１）設定日の基準価額は設定当初の金額、純資産総額は設定当初の元本額を表示しております。 
（注２）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。 
（注３）参考指数はファンドの設定日を10,000として指数化しています（以下同じ）。 
（注４） ｢ＪＰＸ日経インデックス400」は、株式会社日本取引所グループ及び株式会社東京証券取引所（以下、総称して「ＪＰＸグループ」とい

う。）並びに株式会社日本経済新聞社（以下、「日経」という。）によって独自に開発された手法によって算出される著作物であり、「ＪＰＸグ
ループ」及び「日経」は、「ＪＰＸ日経インデックス400」自体及び「ＪＰＸ日経インデックス400」を算定する手法に対して、著作権その
他一切の知的財産権を有します。本商品は、委託会社の責任のもとで運用されるものであり、「ＪＰＸグループ」及び「日経」は、その運用
及び本商品の取引に関して、一切の責任を負いません。「ＪＰＸグループ」及び「日経」は、「ＪＰＸ日経インデックス400」を継続的に公表
する義務を負うものではなく、公表の誤謬、遅延又は中断に関して、責任を負いません（以下同じ）。 

（注５）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。 
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■当期中の基準価額と市況の推移  
年 月 日 

基 準 価 額 ＪＰＸ日経インデックス400（配当込み） 株 式 
組 入 比 率 

株 式 
先 物 比 率  騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率 

（期 首） 円 ％  ％ ％ ％ 
2019年９月26日 11,819 － 12,378.72 － 98.7 － 

９月末 11,729 △0.8 12,239.39 △1.1 97.9 － 
10月末 12,174 3.0 12,853.42 3.8 98.1 － 
11月末 12,335 4.4 13,086.60 5.7 98.3 － 
12月末 12,544 6.1 13,277.02 7.3 98.8 － 

2020年１月末 12,287 4.0 13,032.29 5.3 98.8 － 
２月末 10,939 △7.4 11,734.23 △5.2 97.8 － 
３月末 10,474 △11.4 10,990.69 △11.2 96.6 － 
４月末 10,819 △8.5 11,475.17 △7.3 97.5 － 
５月末 11,492 △2.8 12,308.00 △0.6 97.4 － 
６月末 11,720 △0.8 12,300.34 △0.6 97.5 － 
７月末 11,804 △0.1 11,816.90 △4.5 98.9 － 
８月末 12,389 4.8 12,792.35 3.3 98.4 － 

（期 末）       
2020年９月28日 12,695 7.4 13,058.70 5.5 98.7 － 

（注１）騰落率は期首比です。 
（注２）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。 
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■当期の運用経過（2019年９月27日から2020年９月28日まで）  
 

 
基準価額等の推移 
当ファンドの基準価額は12,695円となり、前期末比で7.4％上昇しました。 
 
基準価額の主な変動要因 
当ファンドの運用方針に則り、ＲＯＥの「水準」と、その「持続力」や「改善見込み」を重視し、国
内株式に投資し収益獲得を目指しました。国内株式市場の上昇に加えて、保有銘柄のパフォーマンスが
相対的に堅調であったことから基準価額は上昇しました。 
 
投資環境 
●国内株式市況 
国内株式市場は、ＪＰＸ日経インデックス400（配当込み）でみると、5.5％上昇しました。期初か
ら２月初旬は、世界景気の底入れ期待や継続的な米利下げが好感されて戻り局面になりました。３月中
旬にかけては、世界的に新型コロナの感染拡大が嫌気されて大幅下落となりました。その後期末までは、
世界的に超金融緩和と財政拡張政策が進んだほか、先進国での感染拡大がやや落ち着くとともに、経済
活動の正常化期待が膨らむ形で戻り局面が継続しました。 
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ポートフォリオについて 
自己資本利益率（ＲＯＥ）の「水準 (高さ)」と、その「持続力」や「改善見込み」を重視しつつ、

「割安度」を加味して銘柄選択を実施しました。また、独自ビジネスモデルや競争優位性を保持し、業
績拡大や資本政策によるＲＯＥの維持、改善が期待できる銘柄の発掘に努めました。具体的には、医療
情報サイトに強みを持つエムスリー、アパレル販売サイト運営で競争力が高いＺＯＺＯ、配送システム
が強固で宅配便シェアトップのヤマトホールディングス、などを保有しました。 
 
［組入上位10業種］  期  首  期  末 
順位 業 種 比率  順位 業 種 比率 
  ％    ％ 
１ 電気機器 15.5  １ 電気機器 20.1 
２ 情報・通信業 11.8  ２ 情報・通信業 10.2 
３ サービス業 8.3  ３ 小売業 8.2 
４ 機械 8.2  ４ 化学 8.2 
５ 化学 6.7  ５ サービス業 7.0 
６ 小売業 6.2  ６ 医薬品 6.9 
７ 輸送用機器 5.4  ７ 輸送用機器 6.6 
８ 陸運業 5.2  ８ 機械 6.5 
９ 銀行業 3.8  ９ 卸売業 5.0 
10 卸売業 3.6  10 陸運業 3.4 

（注）比率は純資産総額に対する評価額の割合です。 
 
［組入上位10銘柄］  期  首  期  末 
順位 銘 柄 比率  順位 銘 柄 比率 
  ％    ％ 
１ キーエンス 2.0  １ ネットワンシステムズ 2.1 
２ 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1.9  ２ 日本電産 1.9 
３ ＫＤＤＩ 1.9  ３ Ｚホールディングス 1.9 
４ 伊藤忠商事 1.9  ４ キーエンス 1.9 
５ ＴＤＫ 1.9  ５ 第一三共 1.9 
６ 三井住友フィナンシャルグループ 1.9  ６ トヨタ自動車 1.9 
７ コムシスホールディングス 1.9  ７ ＳＢＩホールディングス 1.9 
８ 綜合警備保障 1.9  ８ 日本Ｍ＆Ａセンター 1.8 
９ ＳＵＢＡＲＵ 1.9  ９ ヤマトホールディングス 1.8 
10 島津製作所 1.9  10 セリア 1.8 

（注）比率は純資産総額に対する評価額の割合です。 
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今後の運用方針 
自己資本利益率（ＲＯＥ）の「水準 (高さ)」と、その「持続力」や「改善見込み」を重視し､「割安
度」を加味して銘柄選択を実施します。短期的には、新型コロナの感染問題が残るため、株式市場を含
め、世界景気・企業業績も困難な状況が続くとみています。そうしたなか、中長期的にみて、独自ビジ
ネスモデルや競争優位性を保持し、業績拡大や資本政策によるＲＯＥの維持、改善が期待できる銘柄の
発掘に努めます。 
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■１万口当たりの費用明細 
 

項目 
当期 

項目の概要 
金額 比率 

（a）売買委託手数料 28円 0.237％ （a）売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
（株式） （28） （0.237） 売買委託手数料は、組入有価証券等の売買の際に発生する手数料 

合計 28 0.237  
期中の平均基準価額は11,792円です。  

（注１）金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注２）比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 

 
■売買及び取引の状況（2019年９月27日から2020年９月28日まで） 
 
株式 

 買 付 売 付 
株 数 金 額 株 数 金 額 

国 
内 

 千株 千円 千株 千円 
上 場 1,730.8 4,458,381 1,851.1 4,908,490 

 (5.3) (－)   
（注１）金額は受渡代金です。 
（注２）( )内は株式分割、増資割当および合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 
■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 
 

項 目 当 期 
(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 9,366,871千円 
(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 2,115,021千円 
(c) 売 買 高 比 率(a)／(b) 4.42 
（注）(b)は各月末の組入株式時価総額の平均です。 
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■利害関係人との取引状況等（2019年９月27日から2020年９月28日まで） 
 
（1）期中の利害関係人との取引状況 

決 算 期 当 期 

区   分 買付額等 
Ａ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

Ｂ 
Ａ 

売付額等 
Ｃ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

Ｄ 
Ｃ 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株 式 4,458 769 17.3 4,908 920 18.8 
 
（2）売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率 

項 目 当 期 
売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） 5,145千円 
う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額（Ｂ） 929千円 

（Ｂ）／（Ａ） 18.1％ 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券です。 

 
■組入資産の明細 
 
国内株式 

 
銘     柄 期首(前期末) 当  期  末 

株 数 株 数 評 価 額 
 千株 千株 千円 
水産・農林業（－）    
日本水産 58.2 － － 

建設業（3.3％）    
コムシスホールディングス 14.8 － － 
関電工 － 36.5 32,521 
協和エクシオ － 12.1 34,243 

食料品（1.6％）    
森永乳業 9.5 － － 
明治ホールディングス － 3.9 32,799 
味の素 19 － － 

繊維製品（－）    
東レ 53.8 － － 

化学（8.3％）    
旭化成 － 32.9 31,087 
デンカ 12.7 － － 
信越化学工業 3.7 2.6 36,322 
エア・ウォーター 21.7 － － 
三菱瓦斯化学 － 15.9 32,436 
ＪＳＲ － 13.5 34,398 
花王 4.3 － － 
ユニ・チャーム － 6.7 32,401 

医薬品（7.0％）    
武田薬品工業 － 8.7 34,826 

銘     柄 期首(前期末) 当  期  末 
株 数 株 数 評 価 額 

 千株 千株 千円 
エーザイ － 3.3 31,851 
小野薬品工業 － 10.5 35,511 
第一三共 5.1 3.9 38,399 
大塚ホールディングス 7.3 － － 

非鉄金属（1.5％）    
住友金属鉱山 － 9.1 30,466 

機械（6.6％）    
アマダ 33 － － 
ＳＭＣ 0.9 0.6 35,124 
クボタ 25.3 18.6 35,135 
ダイキン工業 2.4 1.6 31,464 
ダイフク 7.8 － － 
マキタ － 6 31,200 

電気機器（20.4％）    
日立製作所 9.4 8.5 31,662 
三菱電機 － 22 32,340 
富士電機 12.6 － － 
日本電産 2.8 4 38,864 
日本電気 8.5 － － 
ルネサスエレクトロニクス － 40.9 31,493 
ソニー － 4 32,716 
ＴＤＫ 4.7 3.2 36,224 
アズビル 13.9 － － 
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銘     柄 期首(前期末) 当  期  末 
株 数 株 数 評 価 額 

 千株 千株 千円 
キーエンス 0.7 0.8 38,440 
シスメックス － 3.4 34,918 
スタンレー電気 － 10.9 33,517 
浜松ホトニクス － 6 32,580 
村田製作所 － 5.3 36,050 
ＳＣＲＥＥＮホールディングス 5.4 － － 
東京エレクトロン 1.9 1.2 32,430 

輸送用機器（6.7％）    
デンソー 8.5 7.4 34,040 
トヨタ自動車 － 5.3 38,048 
本田技研工業 － 12.3 30,337 
ＳＵＢＡＲＵ 14.3 － － 
シマノ 2.6 1.5 32,265 

精密機器（－）    
島津製作所 16.1 － － 

その他製品（1.8％）    
任天堂 1 0.6 36,060 

陸運業（3.4％）    
小田急電鉄 － 12 32,664 
東日本旅客鉄道 3.9 － － 
西日本旅客鉄道 4.3 － － 
ヤマトホールディングス － 13 36,894 
山九 7.5 － － 

情報・通信業（10.3％）    
日鉄ソリューションズ 10.7 － － 
ＴＩＳ 6.8 － － 
コーエーテクモホールディングス － 6.7 33,198 
Ｚホールディングス － 55.4 38,669 
トレンドマイクロ 8.2 － － 
日本オラクル － 2.6 30,732 
伊藤忠テクノソリューションズ 14.4 8.3 34,237 
ネットワンシステムズ － 8.8 42,724 
日本電信電話 － 12.4 28,470 
ＫＤＤＩ 15.9 － － 
スクウェア・エニックス・ホールディングス 7.5 － － 
コナミホールディングス 6.5 － － 

卸売業（5.1％）    
伊藤忠商事 20.1 12.8 35,686 
豊田通商 11.3 － － 
三井物産 － 19.1 36,452 
三菱商事 － 11.4 30,255 

小売業（8.3％）    
エービーシー・マート 4.7 － － 
セリア － 8.2 36,695 
ＺＯＺＯ － 12.2 35,721 
セブン＆アイ・ホールディングス － 8.6 29,093 
パン・パシフィック・インターナショナルホールディングス 22.2 － － 
丸井グループ 16.4 － － 

銘     柄 期首(前期末) 当  期  末 
株 数 株 数 評 価 額 

 千株 千株 千円 
ヤオコー － 4.2 33,390 
ニトリホールディングス 2.4 1.5 33,375 

銀行業（3.4％）    
三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 82 76.5 34,080 
三井住友フィナンシャルグループ 11.8 10.8 33,588 

証券、商品先物取引業（1.9％）    
ＳＢＩホールディングス 16 13.8 37,839 

保険業（1.6％）    
ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス 11.7 － － 
東京海上ホールディングス － 6.7 32,495 

その他金融業（1.8％）    
オリックス 24.5 － － 
日本取引所グループ － 12.3 36,531 

不動産業（－）    
パーク２４ 17.2 － － 
イオンモール 24.7 － － 

サービス業（7.1％）    
日本Ｍ＆Ａセンター － 6.3 37,170 
綜合警備保障 7.9 － － 
エムスリー 14.9 5.6 36,176 
電通グループ 10.3 － － 
オリエンタルランド 2.2 － － 
リクルートホールディングス 11.8 8.5 36,065 
セコム － 3.3 33,313 

合 計 
株 数 ・ 金 額 千株 千株 千円 

779.7 664.7 2,017,692 
銘 柄 数 <比 率> 58銘柄 59銘柄 <98.7％> 

（注１） 銘柄欄の（ ）内は、期末の国内株式評価額に対する各業種
の比率です。 

（注２）合計欄の < > 内は、期末の純資産総額に対する評価額の比
率です。 

（注３）評価額の単位未満は切捨ててあります。 
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■投資信託財産の構成 2020年９月28日現在  
項 目 当 期 末 

評 価 額 比 率 
 千円 ％ 

株 式 2,017,692 97.1 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 59,244 2.9 
投 資 信 託 財 産 総 額 2,076,936 100.0 
（注）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。 
 
■資産、負債、元本および基準価額の状況  (2020年９月28日)現在 

項 目 当 期 末 
(A) 資 産 2,076,936,240円 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 24,645,608 
株 式(評価額) 2,017,692,160 
未 収 入 金 33,733,167 
未 収 配 当 金 865,305 

(B) 負 債 32,969,205 
未 払 金 32,969,205 

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 2,043,967,035 
元 本 1,610,099,201 
次 期 繰 越 損 益 金 433,867,834 

(D) 受 益 権 総 口 数 1,610,099,201口 
１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 12,695円 

（注１）期首元本額 2,021,496,791円 
追加設定元本額 －円 
一部解約元本額 411,397,590円 

（注２）期末における元本の内訳 
資本収益力日本株ファンド（年１回決算型） 1,609,173,946円 
資本収益力日本株ファンド（３ヵ月決算型） 925,255円 
期末元本合計 1,610,099,201円 

■損益の状況 
 

当期 自2019年９月27日 至2020年９月28日 
項 目 当   期 

(A) 配 当 等 収 益 46,965,277円 
受 取 配 当 金 46,975,605 
そ の 他 収 益 金 4,356 
支 払 利 息 △14,684 

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 110,129,673 
売 買 益 502,724,439 
売 買 損 △392,594,766 

(C) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ) 157,094,950 
(D) 前 期 繰 越 損 益 金 367,785,294 
(E) 解 約 差 損 益 金 △91,012,410 
(F) 合 計(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ) 433,867,834 
次 期 繰 越 損 益 金(F) 433,867,834 

（注１）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 
（注２） (E)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価

額を差し引いた差額分をいいます。 
 

 


